別紙６

平成　　　年　　月　　日

誓　　　　約　　　　書

　広　島　市　長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号

申請者　法人の主たる事務所の所在地

法人の名称及び代表者の職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
　広島市指定調査機関及び指定情報公表センター指定申請書を提出するに当たって、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）第３７条の３及び政令第３７条の１１において準用する政令第３７条の３に規定する次の指定機関の欠格事項のいずれにも該当しないことを誓約します。

　【指定機関の欠格事項】

　　１　法人でない者
２　調査事務等を公正かつ適確に実施するに足りる経理的基礎及び技術的能力を有するものとして介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）第１４０条の５０第１項及び省令第１４０条の６２において準用する省令第１４０条の５０第１項で定める基準に適合していない
３　当該法人の役員又は法人の種類に応じて省令第１４０条の５０第２項及び省令第１４０条の６２において準用する省令第１４０条の５０第２項で定める構成員若しくは職員の構成が調査事務等の公正な実施に支障を及ぼすおそれがある
４　３に定めるもののほか、調査事務等が不公正になるおそれがないものとして省令第１４０条の５０第３項及び省令第１４０条の６２において準用する省令第１４０条の５０第３項で定める基準に適合していない
５　法の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しない者
６　政令第３７条の１０第１項の規定により指定調査機関の指定を取り消され、その取消しの日から起算して２年を経過しない者
７　政令第３７条の１１において準用する第３７条の１０第１項の規定により指定情報公表センターの指定を取り消され、その取消しの日から起算して２年を経過しない者
８　当該法人の役員のうちに、５に該当する者がある
